
◆グラフ１ 一般会計予算額の科目別内訳

一
般
会
計
予
算
額
を
科
目
別
に
見
た

の
が
上
の
グ
ラ
フ
１
で
、
歳
入
は
左
上

の
円
グ
ラ
フ
で
す
。

国
か
ら
交
付
さ
れ
る
地
方
交
付
税
が

26
億
９
０
０
０
万
円
（
前
年
度
比
０
・

４
％
減
）
で
歳
入
の
48
・
９
％
を
占
め

て
い
ま
す
。
こ
れ
に
国
・
道
支
出
金
、

地
方
譲
与
税
な
ど
を
加
え
た
も
の
が
依

存
財
源
と
言
わ
れ
る
も
の
で
、
歳
入
全

体
の
82
・
７
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

ま
た
、
町
債
は
認
定
こ
ど
も
園
整
備

事
業
に
よ
る
民
生
費
の
増
額
に
よ
り
、

前
年
度
比
１
３
６
・
３
％
の
増
と
な
り

ま
し
た
。

一
方
、
自
主
財
源
の
う
ち
町
税
は
５

億
４
３
９
２
万
円
で
、
前
年
度
よ
り

０
・
７
％
の
減
。
使
用
料
・
財
産
収
入

等
は
１
億
８
９
８
０
万
円
で
前
年
度
比

２
・
３
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

次
に
、
右
上
の
円
グ
ラ
フ
は
歳
出
を

科
目
ご
と
に
表
し
て
い
ま
す
。
歳
出
の

９
・
４
％
を
占
め
る
公
債
費
は
、
事
業

を
実
施
す
る
と
き
に
借
り
た
お
金
の
償

還
金
で
５
億
１
５
３
４
万
円
を
支
払
う

こ
と
に
な
り
ま
す
が
、
昨
年
度
か
ら
比

較
す
る
と
４
８
１
１
万
円
の
減
額
と
な

っ
て
い
ま
す
。

総
務
費
で
は
、
公
共
駐
車
場
整
備
事

業
に
４
９
２
１
万
円
、
体
験
交
流
施
設

整
備
事
業
に
２
６
０
０
万
円
。
民
生
費

で
は
、
障
害
者
総
合
支
援
事
業
に
１
億

８
６
３
２
万
円
、
児
童
手
当
等
扶
助
費

に
５
９
３
４
万
円
。
衛
生
費
で
は
、
下

水
道
事
業
特
別
会
計
繰
出
金
に
２
億
９

３
７
０
万
円
を
計
上
し
ま
し
た
。

農
林
業
費
で
は
、
鳥
獣
被
害
防
止
総

合
対
策
事
業
に
８
２
１
４
万
円
。
商
工

費
で
は
商
工
振
興
補
助
費
等
に
１
０
６

８
万
円
、
観
光
イ
ベ
ン
ト
補
助
費
等
に

７
６
６
万
円
を
計
上
。

土
木
費
で
は
、
町
営
住
宅
等
建
設
整

備
事
業
に
２
億
２
７
５
７
万
円
、
橋
梁

長
寿
化
修
繕
事
業
に
３
６
３
０
万
円
を

計
上
し
ま
し
た
。

ま
た
、
教
育
費
で
は
、
小
学
校
施
設

整
備
事
業
に
９
２
１
万
円
、
ス
ク
ー
ル

バ
ス
経
費
と
し
て
１
８
７
４
万
円
を
計

上
し
ま
し
た
。

主
要
事
業
の
詳
し
い
内
容
、
予
算
額

に
つ
い
て
は
、
４
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ

さ
い
。

ま
た
、
表
２
は
、
今
年
の
一
般
会
計

の
予
算
額
を
町
民
一
人
当
た
り
で
割
り

返
し
た
金
額
で
す
。
町
民
５
３
３
８
人

の
一
人
当
た
り
の
金
額
は
、
１
０
３
万

１
２
８
５
円
と
な
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
科

目
に
振
り
分
け
ら
れ
た
予
算
は
、
ま
ち

づ
く
り
や
皆
さ
ん
の
暮
ら
し
に
役
立
て

ら
れ
ま
す
。

依

存

財

源

町
民

予
算

歳
入
の
８
割
を
超
え

る
依
存
財
源

町
民
一
人
当
た
り
予
算

１
０
３
万
１
２
８
５
円

町
民
の
生
活
全
般
に
わ
た
る
施
策
を

行
う
た
め
に
経
理
す
る
の
が
「
一
般
会

計
」
で
す
。
平
成
26
年
度
の
一
般
会
計

の
予
算
額
は
、
表
１
の
と
お
り
前
年
度

比
６
・
２
％
増
の
55
億
５
０
０
万
円
と

な
り
ま
し
た
。
前
年
度
は
町
営
バ
ス
の

廃
止
に
伴
う
基
金
の
組
み
換
え
分
４
億

３
６
０
０
万
円
が
含
ま
れ
て
い
た
こ
と

か
ら
、
実
質
的
に
は
前
年
度
比
16
・

０
％
の
大
幅
な
増
と
な
り
ま
し
た
。
こ

の
要
因
は
、
主
に
認
定
こ
ど
も
園
の
建

設
事
業
関
連
経
費
に
よ
る
も
の
で
す
。

特
別
会
計
等
の
増
減
の
主
な
要
因
に

つ
き
ま
し
て
は
、
国
民
健
康
保
険
事
業

特
別
会
計
は
一
般
被
保
険
者
保
険
給
付

費
の
減
額
、
後
期
高
齢
者
医
療
事
業
特

別
会
計
は
広
域
連
合
納
付
金
の
増
額
、

介
護
保
険
事
業
特
別
会
計
は
居
宅
介
護

サ
ー
ビ
ス
等
給
付
費
の
増
額
、
介
護
サ

ー
ビ
ス
事
業
特
別
会
計
は
民
間
移
譲
に

伴
い
平
成
25
年
度
で
廃
止
。
下
水
道
事

業
特
別
会
計
は
下
水
道
整
備
費
の
増

額
、
簡
易
水
道
事
業
特
別
会
計
は
総
務

管
理
費
の
減
額
に
よ
る
も
の
で
す
。

平成26年度会計別予算額の内訳

地方交付税

26億9,000万円

（48.9％）
依存財源

自主財源
17..3％

82.7％

国道支出金

7億7,755万円

（14.1％）

町債

9億4,220万円

その他
1億4,851万円

(17.1%)

町税

5億4,392万円
(9.9%)

繰入金 1億5,995万円
(2.9%)

使用料・財産収入等
1億8,980万円（3.5％）

諸収入 5,307万円（1.0％）

総務費

8億3,332万円

（15.1％）

民生費

16億9,905万円

（30.9％）
衛生費

6億4,237万円

（11.7％）

農林業費 3億7,351万円（6.8％）

（9.8％）

商工費
6,864万円
（1.2％）

土木費
5億 3,725万円

消防費
2億3,159万円
（4.2％） 教育費

5億2,550万円

（9.5％）

公債費
5億1,534万円

（9.4％）

議会費 7,020万円（1.3％）

予備費 500万円（0.1％）

労働費
113万円（0.0％）

災害復旧費

210万円（0.0％）

総　額

55億500万円

【歳入】 【歳出】

【表１】

(2.6%）

総務費

土木費

商工費 農林業費

教育費

議会費

予備費
13,151円156,111円12,859円

100,646円393円

212円69,972円

43,385円98,445円937円

【表２】（一般会計分）

町民１人当たり予算額　

1,031,285円消防費災害復旧費

318,293円120,339円

民生費衛生費労働費

公債費

96,542円

※平成26年２月末現在の住民基本台帳

人口5,338人で計算しています。

一
般

会
計

特
別
会
計
予
算
は

前
年
規
模
を
下
回
る

特
別

会
計

前
年
度
比
で

６
・
２
％
の
増

歳
出

編
成

公
債
費
は
８
・
５
％

の
減
額


